
広島県・広島市連携のための合同研究会（概要）

●設置年月日
平成24年2月13日

「広島県・広島市連携のための合同研究会」の設置

●目的
県及び市がそれぞれ実施している類似の事務事業等につ

いて分析を行い、その事務事業等に係る県・市の連携や役割

分担を整理することで、広島県民及び広島市民にとって、よ

り有益な行政サービスの提供のあり方を取りまとめること

を目的とする。

●主な取組（検討）項目（７分野８項目）
分 野 ・ 項 目 概要（検討の方向性）

①産業振興
〔企業支援〕
〔産業集積〕

・ 利用者の状況等を十分に踏まえ、支援機能の在り方を整理し、

これに基づく戦略的な連携等を実施

・ 医療関連分野の産業集積について、県・市が協力して取り組

む事業や県・市それぞれが取り組む事業を検討・実施

②観光振興
〔ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ・受入態勢整備〕

県と市が一体となったﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ推進・おもてなし関連事業の

充実・強化

③公営住宅
〔公営住宅〕

・ 入居者募集の共同化（募集案内配布・広報の共同化、受付・相

談事務の共同化等）を順次、実施

・ 管理運営の一本化や事業主体変更などの手法について、引

き続き協議

④教育
〔大学〕

地域に貢献する人材の育成に向けた大学連携の推進

⑤試験研究
〔工業技術〕

県・市の工業技術ｾﾝﾀｰについて、利用者の利便性向上に向け

た連携方策を検討

⑥児童福祉
〔児童相談〕

県こども家庭センターと市児童相談所における児童虐待事案

の連携強化策を検討

⑦ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ
〔公園〕

県緑化ｾﾝﾀｰと市森林公園について、集客増や効率的運営に向

けた連携方策を検討

●主な成果
＜公営住宅＞

・ 県の指定管理窓口と各区役所の計9か所で、県営住宅・市営住宅それぞれの定期募集の申込受付を実施（H27年度～）。

・ 市域内の県営・市営住宅の供給に関する協定を締結（R3.3.29）し、長期的な供給目標戸数を踏まえた供給計画に基づいて住宅を供給。

●開催実績
平成23年度の設置以降、毎年度開催
※ 新型コロナウイルス感染症の影響により開催を見送った令和元年

度を除く。

●構成員

県

・地域政策局地域振興担当部長
・地域政策局都市圏魅力づくり推進課の職員
・地域政策局市町行財政課の職員
・総務局経営企画チームの職員

市
・企画総務局行政経営部長
・企画総務局行政経営課の職員


